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関西学院大学 研究成果報告 
 

２０２０年５月３０日                                                     

 
関西学院大学 学長殿 
 
 

所属：総合政策学部       
職名：教授     
氏名：李 政元   

 

以下のとおり、報告いたします。 

 

研究制度  

☑特別研究期間     □自由研究期間         

□大学共同研究     □個人特別研究費        

□博士研究員  

※国際共同研究交通費補助については別様式にて作成してください。  

研究課題  
介護・看護職者による攻撃性に関する研究：ケア場面における嫌悪事象と

その耐性および対処行動について  

研究実施場所  関西学院大学神戸三田キャンパス個人研究室ほか  

研究期間  ２０１９年  ４月  １日  ～   ２０２０年  ３月３１日（１２ヶ月）  

 

◆  研究成果概要  （ 2,500字程度） 

上記研究課題に即して実施したことを具体的に記述してください。 

研究課題「介護・看護職者による攻撃性に関する研究：ケア場面における嫌悪事象とそ

の耐性および対処行動について」について以下の通り研究活動を行った。  

 

（１）攻撃性と攻撃行動に関する理論及び先行研究の文献展望  

 暴力と攻撃行動に関する研究はそれなりの蓄積はあるものの、そのメカニズムは解明

されているとは言えない。例えば、生物学は脳、ホルモン、遺伝子などに攻撃性の有力

な要因を見出す一方で、個人差や群間差の説明はいまだ不十分である。攻撃行動の個人

・集団への影響は計り知れないだけに攻撃行動に関心を寄せる学術分野は、生物学や心

理学にとどまらず社会学や経済学といった社会科学にまで及ぶ。  

文献展望からは、攻撃行動の強化については行動分析学、社会的学習理論、そして社

会的交換理論が、攻撃行動の機能的側面については欲求不満 -攻撃性仮説、社会的相互作

用説が攻撃行動について有力な説明を与えることができると判明した。また、先行研究

からは、介護・看護職者の攻撃行動を誘引する要因としては、個人特性 (性別、若年、男

女観、被虐待体験、薬物･アルコールの過剰摂取、低学歴 )としての内的要因、職場特性

（過重･長時間労働、サービス利用者の身体的･認知的特徴からくるケアの困難性、利用

者の攻撃行動）としての外的要因が示された。  
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先述の理論群は、介護･看護職者の攻撃行動誘引についてこれら要因間の順序関係を下

図のように示唆する：  

個人特性→攻撃性→職場環境→利用者の身体･認知的特徴による介護･看護上の困難性  

↘     ↑↓          ↓  

利用者の攻撃的言動→介護･看護職者の攻撃行動  

 

 ｢利用者の身体･認知的特徴による介護･看護上の困難性｣、｢利用者の攻撃的言動｣は、介
護･看護職らが業務上頻繁に遭遇する不快事象そのものであり、①それら不快事象への耐
性が如何に獲得されるのか、②不快事象への対処メカニズムの解明が今後の課題として残
る。  
 
（２）｢不快事象｣に関するヒアリング  

当初、介護･看護職（ 10名程度）へのインタビュー調査を 2019年末から 2020年 3月にかけ
て実施する予定であったが、新型コロナウィルス感染拡大により、福祉関連施設で働く介
護･看護者らの多くが感染予防のため外部との接触が禁止された。結果、利用者に日常的
にケアを提供している介護･看護職者へのインタビュー調査を中止し、これに代わって、
これまでにケア業務経験を持つものの、現在は相談支援業務、施設の管理運営の業務をし
ている者 3名に対して｢ケア業務上の不快事象とその対処の関する｣ヒアリング（ 1名につい
ては対面による、他 2名については電話による）を行うこととした。  
 3名へのヒアリングから以下の通り回答を得た：  

①不快事象  
介護･看護上の不快事象については、身体的･認知的に要介護度の高い利用者への単独ケ

ア業務、業務の遅延、認知的･知的に困難を抱える利用者の予測不能な言動（夜間覚醒･不
眠、徘徊等）、自傷行為、他利用者への攻撃的言動、介護･看護職員への攻撃的言動が示さ
れた。特に、自傷行為、他利用者への攻撃的言動、介護･看護職員への攻撃的言動につい
ては、利用者本人、他の利用者、職員の安全の確保の観点からもそれら利用者の言動への
適切な対応の方法論の確立は重要であるものの、夜間など人員が乏しく高い緊張状態を強
いられる時間帯に利用者の予測不能な言動、自傷行為、他利用者への攻撃的言動、ケア職
員への攻撃的言動に遭遇した場合には、利用者への暴力行為とも受け止められかねない不
適切な対応を取る可能性があるとしている。  

②不快事象への対処の現状  
何時発生しても不思議のない不快事象への対処については、職場の研修によって提供さ

れる介護･看護上の困難場面への対応知識･技術の実践（例えば、アンガーコントロール研
修で学んだ 6秒深呼吸、状況俯瞰など）、職場の上司･同僚との情報共有、他の施設で働く
同職者らとの情報共有、職場への労働環境改善（人員配置の充実）に向けた働きかけが示
された。モニタリングカメラ設置により、利用者への暴力行為は抑制されることが期待で
きるものの、利用者のプライバシーへの配慮、介護･看護職員の士気を削ぐことが懸念さ
れる。しかしながら、近年、福祉施設職員による利用者への虐待による死亡事件が報道さ
れるなか、利用者の家族からモニタリングカメラ設置を求める声が業界全体に届いてお
り、近い将来モニタリングカメラ設置は施設運営の必要条件になり、そのことによって施
設職員による暴力事案は抑制されると期待できるとの見解が示された。  

③施設での暴力事案の抑止･予防への取り組み  
介護･看護職の業務内容は高い緊張を強いられ、彼らは常に大きなフラストレーション

下にある。他からの目が届かない密室に近い状況･場面で不快事象に遭遇し、それが引き
金となり利用者に暴力行為に及ぶことは特に未熟な職員には大いにあり得るとし、慢性的
な人員不足を解消（財政的手当てによって所得を引き上げ、人材確保と定着率を向上させ
など）し、実践経験の乏しい職員には経験豊かな職員を伴わせるなどの措置が早急に必要
であるとの見解が示された。  

本研究の成果 (文献展望から導出された、介護･看護職員の攻撃行動誘引の仮説的プロセ
ス、ヒアリングによる介護･介護業務上の具体的不快事象の中身 )をもとに、今後、介護･
看護職者へのインタビュー調査、質問紙票による統計的調査を実施することが求められ
る。  

以  上  

提出期限：研究期間終了後 2ヶ月以内  
※個人特別研究費：研究費支給年度終了後 2ヶ月以内  博士研究員：期間終了まで  
提出先：研究推進社会連携機構（NUC）  
※特別研究期間、自由研究期間の報告は所属長、博士研究員は研究科委員長を経て提出してくださ

い。  
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◆研究成果概要は、大学ホームページにて公開します。研究遂行上大学ホームページでの公開に

支障がある場合は研究推進社会連携機構までご連絡ください。  


